
パソコンサービス利用規約 

 

第１条 パソコンサービス 

1. パソコンサービス（以下「本サービス」といいます）とは、お客さまが当行に対

し、ネットワーク端末を通じて、インターネット経由で本「パソコンサービス利用

規約」（以下「本規約」といいます）所定の取引、サービス提供の依頼を行い、当

行がこれに対応する取引とサービスの提供を行うことをいいます。 

2. お客さまは、本サービスにおいて次の取引およびサービスを利用することができま

す。なお、当行は、本サービス上で利用することができる取引およびサービスにつ

いて、お客さまに事前に通知することなく追加・休止・廃止することがあります。 

(1) 振込取引 

(2) 総合振込取引 

(3) 給与・賞与振込取引 

（上記（１）から（３）を総称して以下「資金移動取引」といいます） 

(4) 残高・取引明細照会 

(5) その他当行の定めるサービス 

3. 本サービスの利用に際して使用できるネットワーク端末は、当行所定のものに限り

ます。本サービスに使用するネットワーク端末や通信機器は、お客さまの負担およ

び責任においてお客さまが準備し、本サービスの利用に適した状態および環境に設

定し維持するものとします。 

4. 本サービスの利用時間は当行所定の時間内とします。なお、利用時間は取引により

異なります。利用時間は変更されることがありますので、当行ウェブサイト上でご

確認ください。 

5. 本サービスの利用に関する手数料等については、以下の通りとします。 

(1) 本サービスの利用にあたって、ご利用内容に応じた当行所定の手数料（振込取引に

係る振込手数料を含みますがこれに限りません。以下「サービス手数料」といいま

す）が発生する場合は、当該サービス手数料および消費税額をいただきます。サー

ビス手数料の金額につきましては、ウェブサイト上で随時ご確認ください。この場

合、当行はサービス手数料および消費税額を、払戻請求書の提出なしに、「代表口

座」（以下に定めます。）から当行所定の日に自動的に引落します。 

(2) 当行はサービス手数料をお客さまに事前に通知することなく変更する場合がありま

す。また今後提供するサービスの変更等に伴い本サービスに係わる各種サービス手

数料を新設あるいは改定する場合についても、特段の定めのない限り前号と同様の

方法により引落します。 

6. 当行に開設されているお客さまご本人名義の普通預金口座（円預金に限ります。ま

た、当該普通預金口座が複数ある場合には当行所定の方法によりお客さまが指定し



た口座とします）を、本サービスによる取引に使用する口座（以下「代表口座」と

いいます）とします。 

7. 書面取引またはポータルサービスの利用によって本サービスに関する申込や届出等

を行う場合（ただし、当行が認める場合に限ります）、当該申込や届出等について

は、当行所定の auじぶん銀行取引規約（法人・団体）およびポータルサービス利

用規約の規定が適用されるものとします。 

 

第２条 本サービスの利用者 

1. 本サービスは当行所定の方法で登録した「利用者」によって利用できるものとしま

す。 

2. 本サービスにおける利用者の種別は以下の通りとします。なお、資金移動取引等の

一部の取引・サービスについては利用者の種別および保有する権限に関わらず、取

引承認の権限をもつ他のユーザによる取引承認が必要となります。 

(1) マスターユーザ 

マスターユーザとは、お客さまが取引担当者として当行に届け出ている者をいいま

す。マスターユーザは利用者の登録・変更・削除やワンタイムパスワードの失効・

利用停止解除等の管理権限（以下「管理権限」という）および第１条第２項に定め

られたすべての取引・サービスの利用権限を有するものとします。 

(2) 管理者ユーザ 

管理者ユーザとは、マスターユーザから管理権限を含む本サービスの利用権限の全

部または一部の設定を受けた利用者をいいます。 

(3) 一般ユーザ 

一般ユーザとは、マスターユーザまたは管理者ユーザから管理権限を除く本サービ

スの利用権限の全部または一部の設定を受けた利用者をいいます。 

（管理者ユーザおよび一般ユーザを以下個別にまたは総称して「一般ユーザ等」と

いいます） 

3. マスターユーザの登録は当行において行うものとします。一般ユーザ等の登録はマ

スターユーザまたは管理者ユーザにおいて行うものとし、当該マスターユーザまた

は管理者ユーザは登録した一般ユーザ等に対して本サービスの利用開始に必要な情

報を通知するものとします。 

4. 各利用者は、本サービスの利用を開始するにあたり、あらかじめ自身のログインＩ

Ｄおよびログインパスワードと確認用パスワードを当行所定の方法により登録する

ものとし、また、第３条第２項に定めるトークン設定およびワンタイムパスワード

利用開始の手続を行うものとします。 

5. マスターユーザの登録および登録内容の変更については、すみやかに当行所定の手

続により届け出てください。当行は、当行内での変更登録処理が完了するまでの

間、マスターユーザの登録または登録内容に変更がないものとみなすことができる



ものとし、万一これによってお客さまに損害が生じた場合でも、当行の責めに帰す

べき事由がある場合を除き当行は責任を負いません。また、マスターユーザを変更

する前に登録された一般ユーザ等については、マスターユーザの変更後も当然には

削除されません。一般ユーザ等の変更が必要な場合には当行所定の方法により登録

を変更してください。 

6. 一般ユーザ等の登録および登録内容の変更については、当行所定の方法により登録

を変更してください。当行は、登録の変更が完了するまでの間、一般ユーザ等の登

録または登録内容に変更がないものとみなすことができるものとし、万一これによ

ってお客さまに損害が生じた場合でも、当行の責めに帰すべき事由がある場合を除

き当行は責任を負いません。 

7. 当行がお客さまに対して本サービスに関する通知を行う場合、当行に対し届出のあ

った住所、電話番号またはＥメールアドレスに対して行うこととし、かかる通知が

なされた場合、利用者全員に対しても通知がなされたものとみなします。 

8. お客さまは利用者に本規約を遵守させるものとし、利用者が行った行為に基づく一

切の責任はお客さまが負うものとします。 

    

第３条 ワンタイムパスワード 

1. ワンタイムパスワードの内容 

「ワンタイムパスワード」とは、当行所定のスマートフォン（インターネット（た

だし、携帯電話各社独自のインターネットを除く）に接続および閲覧可能な当行所

定の OS およびブラウザを備えたものに限ります。以下「スマートフォン」といい

ます）にインストールした当行所定のパスワード生成用アプリケーション（以下

「ワンタイムパスワードアプリ」といいます）のうち、当行所定の方法により有効

なトークン設定が行われているもの（以下「ソフトウェアトークン」といいます）

により生成・表示される 60秒ごとに変化する可変的なパスワードのことをいい、

資金移動取引、利用者の追加・変更等の当行所定の取引における本人確認に利用し

ます。 

2. 利用方法 

(1) トークン設定 

当行はお客さまからのトークン発行依頼を受け、トークンの発行手続きを行います

ので、お客さまは、利用者ごとに当行所定の方法によりスマートフォンにワンタイ

ムパスワードアプリをインストールしてトークン設定を行ってください。 

(2) ワンタイムパスワードの利用開始 

利用者は、前号のトークン設定完了時にワンタイムパスワードアプリ上に表示され

るワンタイムパスワードを本サービスの「ワンタイムパスワード認証確認」画面に

おいて入力し、認証確認を行ってください。入力されたワンタイムパスワードと、

当行が保有するワンタイムパスワードが一致した場合は、当行はお客さまから当該



利用者におけるワンタイムパスワード利用開始の依頼があったものとみなし、この

依頼が完了した後、ワンタイムパスワードを当該利用者による本サービスの利用に

おける本人確認に利用します。 

3. 利用者が、ソフトウェアトークンを保存しているスマートフォンを変更する場合

は、本サービス上で、当行所定の方法により対象の利用者の「ワンタイムパスワー

ド利用解除」を行ってください。利用解除の手続きをお忘れになった場合は、当行

所定の方法により届出を行ってください。 

4. ワンタイムパスワードを当行所定の回数連続して誤入力された場合は、当行は本サ

ービスの利用を停止します。再度、本サービスの利用を再開するには、本サービス

上で当行所定の方法により利用停止解除の手続を行うか、または、当行所定の方法

により届出を行ってください。 

5. お客さまは、本サービス上で、当行所定の方法により特定の利用者のワンタイムパ

スワードの利用停止、利用停止解除およびソフトウェアトークンの失効（ソフトウ

ェアトークンによるワンタイムパスワードの生成・表示機能の失効）の手続を行う

ことができます。 

6. 当行は、ワンタイムパスワードの利用停止を必要とする相当な事由が生じたものと

判断した場合は、お客さまに事前に通知することなくワンタイムパスワードの利用

が必要な取引およびサービスを停止することができるものとします。なお、当該事

由が合理的に解消されたと当行が認める場合、当行は当該取引およびサービスの停

止を解除します。 

7. 利用者は、ワンタイムパスワードアプリを当行所定の方法によりインストールした

スマートフォンのみで使用するものとし、他人に譲渡、再使用許諾、その他の権利

を設定してはならず、また使用させることはできません。 

8. 利用者は、ワンタイムパスワードアプリを、同アプリの製作者および販売元が定め

る使用条件に従って使用するものとします。 

 

第４条 本人確認 

1. 当行は、当行がお客さまから受信したログイン IDおよびログインパスワード（以

下総称して、「基本認証情報」といいます）を、あらかじめ当行に登録されている

基本認証情報と比較して一致することを確認することにより、本人確認を行いま

す。 

2. お客さまが、資金移動取引、利用者の追加・変更に係るユーザ登録等の当行所定の

取引またはサービスの利用を行う際には、前項に加え、当該取引またはサービス利

用の都度、当行がお客さまから受信した確認用パスワードおよびワンタイムパスワ

ード（以下総称して、「追加認証情報」といいます）の両方またはいずれか一方

を、あらかじめ当行に登録され、または当行が保有している追加認証情報と比較し

一致することを確認することにより、本人確認を行います。 



3. 当行が前二項の定めに従って本人確認をした取引については、基本認証情報および

追加認証情報（以下総称して、「認証情報」といいます）やソフトウェアトークン

につき不正使用その他の事故があっても当行は当該取引を有効なものとして取扱う

ものとし、万一これによってお客さまに損害が生じた場合でも、当行の責めに帰す

べき事由がある場合を除き当行は責任を負いません。認証情報は、お客さまの責任

で厳重に管理し、他人に教えたり、紛失・盗難に遭わないよう十分注意するものと

します。また、ソフトウェアトークンが保存されているスマートフォンの廃棄・譲

渡等、ソフトウェアトークンの管理ができなくなる場合は必ずワンタイムパスワー

ドアプリの削除を行ってください。 

4. お客さまがログインパスワードまたは確認用パスワードを変更される場合には当行

所定の手続により変更後のログインパスワードまたは確認用パスワードを届け出て

ください。 

5. お客さまが、各利用者に係る認証情報やソフトウェアトークン（ソフトウェアトー

クンが保存されているスマートフォンを含む）の全部または一部を失念、紛失、詐

取または盗難に遭った場合には、すみやかにお客さまから当行所定の手続により当

行に届け出てください。この届出に対し、当行は本サービスの利用停止等の措置を

講じます。この利用停止等の措置の前に生じた損害については、当行の責めに帰す

べき事由がある場合を除き当行は責任を負いません。 

6. 本サービスの利用について届出と異なるログインパスワードまたは確認用パスワー

ドの入力が当行所定の回数連続して行われた場合は、その時点で当行は、当該パス

ワードの利用を停止します。当該パスワードの利用を再開するには、一般ユーザ等

の場合はマスターユーザまたは管理者ユーザに、マスターユーザの場合は管理者ユ

ーザまたは当行に連絡のうえ所定の手続をとってください。 

       

第５条 本サービス等にかかる通知および連絡 

1. 当行は本サービスに関する当行からお客さまへの通知その他の連絡を、架電、書面の

郵送、Ｅメール、その他当行所定の方法により行うことができるものとします。 

2. 当行からお客さまに重要なお知らせをする場合には、お客さまの届出住所宛てに書面

による通知を郵送し、またはお客さまから届け出のあったＥメールアドレス（各利用

者が本サービス上で登録したＥメールアドレスを含む）宛てにＥメールで通知するこ

とがあります。 

3. お客さまは、当行へのＥメールによる連絡等をするに際し、故意、過失を問わず、当

行システムおよび本サービスの円滑な運営に支障を与える一切の行為を行わないもの

とします。お客さまが本条項に違反した場合、当行はお客さまに対し、これによって

生じた損害の賠償を請求することがあります。 

4. 当行とお客さまの間のＥメールによる通信の内容を第三者が知得したことによりお客

さまに生じた損害については、当行の責めに帰すべき事由がある場合を除き当行は責



任を負いません。 

5. 郵送に係る書面ならびにＥメールは、配達・通信状況等によりお客さままたは当行に

到達しない場合や遅延する場合があります。これら不到達または到達遅延により万一

お客さまに損害が発生した場合でも、当行の責めに帰すべき事由がある場合を除き当

行は責任を負いません。 

6. 当行は、当行および当行の関連会社の商品案内等の情報提供を当行ウェブサイト上に

掲載、または本規約に基づく書面またはＥメールによる通知の際に案内文書等を同封

することにより行うことができるものとします。 

 

第６条 取引の依頼 

1. 本サービスによる取引の依頼方法は、以下の通りとします。 

(1) お客さまは本サービスによる各種取引の依頼を利用者を通じて実施します。なお、

利用者の種別によって、本サービス上で依頼することができる取引の内容が異なり

ます。 

(2) 本サービスによる取引の依頼は、第４条に従った本人確認が終了後、お客さまが取

引に必要な所定事項を、画面上での確認ボタン等のクリック等当行の指定する方法

により正確に当行に伝達することで行うものとします。 

2. 当行が本サービスによる取引の依頼を受け付けるにあたっては、お客さまに依頼内

容を確認しますので、その内容が正しい場合には、画面上の確認ボタンのクリック

等当行の指定する方法で了承する旨を当行に回答してください。この回答が各取引

で必要な当行所定の確認時間内に行われ、当行が受信した時点で当該取引の依頼内

容が確定したものとし、各取引の手続を行います。当行がこの回答を確認時間内に

受信しなかった場合には、当行からその旨を伝達しますので再度やりなおしてくだ

さい。 

3. 本サービスにおける代表口座からの支払の実施等については、以下の通りとしま

す。 

(1) 「代表口座」からの振込資金や各種手数料等の引落については、前項のお客さまか

ら当行への回答の後、当行は払戻請求書なしで引落を行います。 

(2) 当行所定の振込規約（法人・団体）に定める「振込依頼の予約」（以下「振込予

約」といいます）取引等、即時に資金の引落を行わない取引の場合、原則として、

お取引依頼を受付けた旨の確認画面を表示しますので、当行への回答後も交信を切

らずに確認してください。 

(3) 第１号に定める引落の実施結果または前号に定める取引依頼の内容に不明な点があ

る場合は、当行まですみやかにご照会ください。この照会がなかったことによって

生じた損害については、当行は責任を負いません。また、当該取引において引落が

成立しなかった場合（残高不足の場合およびや auじぶん銀行取引規約（法人・団

体）に基づく取引の制限や停止等の場合も含みます）、当行は、当該取引を実行す



る義務を負いません。 

(4) お客さまが、振込取引の入力もしくは修正をした後に、振込手数料の引落方法の変

更を行った場合、当行は当該取引の入力時もしくは修正時における届出内容に従っ

て当該取引を処理するものとします。 

(5) その他振込取引、総合振込取引および給与・賞与振込取引における代表口座からの

支払の実施等については、当行所定の振込規約（法人・団体）の定めによるものと

します。 

 

第７条 資金移動取引 

本サービスによる資金移動取引の内容については、当行所定の振込規約（法人・団体）の

定めによるものとします。 

 

第８条 照会取引 

1. 本サービスによる照会取引の内容については、以下の通りとします。 

(1) お客さまは「代表口座」について、当行所定の方法・範囲に従い各種のバンキング

サービス取引の内容にかかる照会（残高照会、入出金明細照会等）を行うことがで

きます（以下「照会取引」といいます）。 

(2) 当行はバンキングサービス取引の内容に変更があった場合は、照会取引において既

に提供した情報について変更または取消を行うことがあります。この場合、最終的

なバンキングサービス取引の内容については、本サービスによる入出金明細照会等

により確認してください。 

2. 照会取引においてお客さまに提供される口座情報は、資金移動取引については、原

則として当該提供時点において当行所定の振込規約（法人・団体）に基づいて依頼

内容が確定した時点のものを反映したうえで提供されます。ただし、提供される口

座情報は、必ずしも最新の情報とは限りませんのでご注意ください。 

 

第９条 届出事項の変更等 

1. 本サービスに関する届出事項に変更があった場合、または変更がある場合には、た

だちに本サービス上またはポータルサービス上で当行所定の方法により、届出事項

の変更手続を行ってください。 

2. 届出事項に変更があった場合または変更がある場合において、届出が遅れたことに

起因した損害および届出以前に生じた損害については、当行は責任を負いません。

また、届出事項の不備または届出事項の変更を怠ったことによる損害についても、

当行は責任を負いません。 

 

第１０条 取引メニューの追加 

本サービスに今後追加される取引メニューについて、お客さまは新たな申込なしに利用で



きるものとします。ただし、一部のメニューについてはこの限りではありません。 

 

第１１条 取引内容の確認等 

1. 取引内容の照会 

本サービスにより行った取引について、お客さまは照会取引により、当該取引の成

立・不成立および当該取引の内容を確認するようにしてください。なお、本サービ

スにより行った取引について、当行はその取引の実施後に当該取引の明細を記載し

た書面の交付は行いません。 

2. 取引の記録 

本サービスによる取引内容について疑義が生じた場合には、本サービスについての

電磁的記録等の記録内容を正当なものとして取扱います。 

 

第１２条 海外からのご利用 

1. 本サービスは、海外からはその国の法律・制度・通信事情等によりご利用いただけ

ない場合があります。当該国の法律等を事前にご確認ください。 

2. 各国の法令その他の変更により、本サービスが特定の地域で利用できなくなった場

合には、当行からの通知により本サービスの一時利用中止、もしくは解約を行うこ

とができます。 

 

第１３条 免責事項等 

1. 以下の各号の事由により、本サービスの取扱いに遅延、不能等が生じたことによっ

て生じた損害について、当行は責任を負いません。 

(1) 災害・事変・裁判所等公的機関の措置等のやむをえない事由があったとき 

(2) 当行または金融機関の共同システムの運営体が相当の安全策を講じたにもかかわら

ず、システム、通信回線、端末等に障害が生じたとき 

(3) 当行所定の操作方法以外の操作によって障害が生じたとき 

(4) 当行以外の金融機関その他第三者の責めに帰すべき事由があるとき 

2. 当行または金融機関の共同システムの運営体が相当の安全策を講じたにもかかわら

ず、公衆電話回線、専用電話回線、インターネットその他の通信回線等の通信経路

において、盗聴等がなされたことにより、お客さまの認証情報、取引情報が漏洩し

たことによって生じた損害について当行は責任を負いません。 

3. 取引依頼時に入力された認証情報について、あらかじめお客さまから届出られた認

証情報との一致を当行が確認するなど、当行が当行所定の手続に従い本人確認を行

ったうえは、当該取引をお客さまの真正な指示に基づく取引として取扱います。 

4. 本サービスに使用するネットワーク端末および通信機器（以下「取引機器」といい

ます）および通信媒体が正常に稼動する環境についてはお客さまの責任において確

保してください。当行は、この契約により取引機器が正常に稼動することについて



保証するものではありません。万一、取引機器が正常に稼動しなかったことにより

取引が成立しない、または成立した場合、万一お客さまに損害が生じた場合でも、

当行の責めに帰すべき事由がある場合を除き当行は責任を負いません。 

 

第１４条 解約等 

1. 本サービスは、代表口座に係る預金契約に基づくサービスと一体として提供される

ものであるため、本サービスに係る契約のみを解約することはできないものとしま

す。 

2. 代表口座が解約されたときは、お客さまへの通知なくして、当該代表口座に係る本

サービスに関する契約も当然に解約されるものとします。 

3. 解約時までに処理が完了していない振込予約が存在する場合は、お客さまは、その

取消を行った上でなければ代表口座に係る預金契約の解約はできないものとしま

す。 

4. 本サービスに係る契約が解約により終了した場合には、その解約時までに処理が完

了していない取引の依頼については、当行はその処理をする義務を負いません。 

 

第１５条 関係規約の準用 

1. 当行との取引に関し、本規約に定めのない事項については、auじぶん銀行取引規

約（法人・団体）その他各取引に係る規約により取扱います。なお、当行の各規約

は当行のウェブサイトで確認することができます。 

2. 本規約において使用する用語の意味は、特に指定のない限り当行所定の auじぶん

銀行取引規約（法人・団体）において定義した内容に従うものとします。 

 

第１６条 本サービス内容または本規約の変更 

当行は、本サービスまたは本規約の内容を変更する場合があります。その場合には、当行

は変更日および変更内容を当行のウェブサイトへ掲示することにより告知し、変更日以降

は変更後の内容により、取扱うものとします。 

 

第１７条 秘密保持 

1. お客さまは、本サービスに伴って知得した当行および第三者の秘密情報を秘密に保

ち、第三者に漏洩しないものとします。 

2. お客さまが当行より入手したソフトウェア等（ワンタイムパスワードアプリを含み

ます。以下同じ）を第三者に譲渡、ライセンス、貸与その他の方法により使用させ

ることまたは開示・提供することを禁止します。 

3. 当行の提供するソフトウェア等の複製および改変を禁止します。 

   以上 

【2022 年 12月 11日現在】 



この改正規約は、２０２２年１２月１１日から適用します。 

1. 前項にかかわらず、以下の各号のお客さまについては、以下の各号に定める時期か

らこの改正規約を適用します。 

(1) ２０２２年１２月１０日以前に普通預金口座開設の申込みを行ったお客さま（以下

「既存顧客」という）のうち同年１２月２２日から２０２３年１月３１日までの間

にパソコンサービスの利用開始登録を完了したお客さま 

利用開始登録日 

(2) 前号以外の既存顧客 

２０２３年２月１日 

 


